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戦前期信託会社に対する大蔵省の監督指導と検査 
―― 虎屋信託会社の事例を中心として ―― 
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 虎屋信託に対して判明しただけでも４回(大 14、昭 6、11、15)の検査が実施されており、そ
のうち大 14 は簡単な内容の検査資料が、昭 11・15 では詳細な内容の検査資料が残されており、






 対象とする時期は、虎屋信託が信託業法により認可されてから(大正 12 年 12 月 28 日付)、昭












心にして」『甲南経営研究』43 巻３号、2002 年 11 月が監査論の立場から大蔵検査に言及してい
ること、そして最近に３篇の邉英治論文があることぐらいであろうか。邉論文の①「大蔵省検
査体制の形成とその実態－1920 年代を中心として」『金融経済研究』20 号、2003 年 10 月、は
初めて大蔵検査そのものを正面から取り上げ、詳細な考察を加え、②「我が国における銀行規


















時系列でみると、明治 23(1890)年の銀行条例に営業報告書の提出規定があり、同 26 年の銀行
条例施行細則で営業報告書の詳細な雛形を示し、それに従って作成することを義務付けている。
明治 23 年の貯蓄銀行条例では銀行条例に準ずる規定があり、同 26 年の貯蓄銀行条例施行細則
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で雛形(簡単)により作成することが規定されている。大正４(1915)年制定の無尽業法では、第
16 条で事業報告書の提出義務を規定し、同法施行細則第 23 条で詳細な雛形を示し、それに依
拠しての作成を義務付けている。大正 10 年の貯蓄銀行法制定では依然として営業報告書の提出
義務は第 21 条の銀行条例準拠規定でカバーし、同年の貯蓄銀行施行細則第 16 条で詳細な雛形

































銀行条例(明治 23 年８月 23 日、法律第 72 号) 
第３条 銀行ハ毎半箇年営業ノ報告書ヲ製シ地方長官ヲ経由シテ大蔵大臣ニ送付スヘシ 
銀行条例施行細則(明治 26 年５月１日、大蔵省令第７号) 
第 24 条 銀行条例第３条ノ営業報告書ハ付属雛形ニ準シテ調製シ毎営業年度経過後１箇月以内ニ
之ヲ発送スヘシ(但書は省略) 
貯蓄銀行条例(明治 23 年８月 23 日、法律第 73 号) 
第 10 条 此条例ニ特別ノ規定ヲ設ケサルモノハ総テ銀行条例ニ依ル 
貯蓄銀行条例施行細則(明治 26 年５月１日、大蔵省令第８号) 
第４条 貯蓄銀行ノ営業報告書ハ付属雛形ニ準シ調製スヘシ 
第６条 本規則ニ規定セサルモノハ総テ銀行条例施行細則ニ依ル 
無尽業法(大正４年６月 21 日、法律第 24 号) 
第 16 条 無尽業者ハ毎半年事業ノ報告書ヲ作リ主務大臣ニ提出スヘシ 
無尽業法施行細則(大正４年 10 月５日、大蔵省令第 30 号) 
第 23条 無尽業法第16条ノ事業報告書ハ付属雛形ニ準シテ調製シ事業年度経過後２月内ニ大蔵大
臣ニ提出スヘシ但シ已ムヲ得サル事由アルトキハ地方長官ノ認可ヲ受ケテ延期スルコトヲ得 
貯蓄銀行法(大正 10 年４月 13 日、法律第 74 号) 
第 21 条 本法ニ別段ノ規定ヲ設ケサル事項ニ付テハ銀行条例ニ依ル 
貯蓄銀行法施行細則(大正 10 年８月５日、大蔵省令第 29 号) 
第 16 条 貯蓄銀行ノ営業ノ報告書ハ付属雛形ニ依リ調製スヘシ 
第 18 条 本令ニ別段ノ規定ヲ設ケサル事項ニ付テハ銀行条例施行細則ニ依ル 
信託業法(大正 11 年４月 21 日、法律第 65 号） 
第 13 条 信託会社ハ毎半年業務報告書ヲ作リ之ヲ主務大臣ニ提出スヘシ 
信託業法施行細則(大正 11 年 12 月１日、大蔵省令第 57 号) 
第 34 条 信託業法第 13 条第１項ノ規定ニ依ル業務報告書ハ営業報告書、貸借対照表、損益計算書
並準備金及利益ノ配当ニ関スル書面ニ分チ付属雛形ニ依リテ之ヲ作成スヘシ 
銀行法(昭和２年３月 30 日、法律 21 号） 
第 10 条 銀行ハ営業年度毎ニ業務報告書ヲ作成シテ之ヲ主務大臣ニ提出スヘシ 
銀行法施行細則(昭和２年 11 月 17 日、大蔵省令第 31 号) 
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なければ各行の営業状況を統一的に把握できまい。 













摂津信託 大正 14 年２月 18 日第９期業務報告書中訂正ノ件ヲ……提出ス 
三井信託 同年３月 19 日第１期及第２期業務報告書訂正届ヲ……提出 
名古屋信託 同年７月 18 日事業報告書ニ関スル答申書ヲ大蔵大臣宛名古屋市役所ニ提出ス 
三井信託 同年９月12日第３期業務報告書大蔵省ノ指示ニ従ヒ二三事項ニ訂正ヲ加ヘ……
提出ス 
済生信託 同年 11 月 10 日第 20 期営業報告書訂正届ヲ……提出セリ 
盛岡信託 同年 11 月 13 日第１期営業報告書訂正書類ヲ……提出セリ 
摂津信託 同年 11 月 13 日第 10 期業務報告書中訂正ノ件ヲ……提出ス 
名古屋信託 同年 11 月 13 日業務報告書ニ関スル答申書ヲ……提出ス 
大日本信託 同年 11 月 18 日第 11 期業務報告書訂正届ヲ……提出ス 
済生信託 大正 15 年１月 30 日第 20 期業務報告書訂正届ヲ……提出セリ 
真野信託 同年７月６日第 12 期業務報告書訂正ヲ……提出ス 
名古屋信託 同年７月２日第 12 期第 13 期業務報告書中一部訂正申請書ヲ……提出セリ 
済生信託 同年７月 23 日第 22 期営業報告書訂正届ヲ……提出セリ 
盛岡信託 同年７月 29 日第２期営業報告書訂正書類ヲ……提出ス 
住友信託 同年９月28日第１期業務報告書説明及訂正届並ニ第２期業務報告書説明及訂正
届ヲ……提出セリ(２) 
済生信託 同年 11 月 11 日第 23 期営業報告書訂正届ヲ……提出セリ 
名古屋信託 同年 12 月 1日業務報告書不備ノ点ヲ……提出セリ 
盛岡信託 昭和２年１月７日第３期営業報告書訂正届ヲ……提出セリ 
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三菱信託 同年 10 月 18 日東京府ノ指示ニヨリ第１期業務報告書中訂正ヲ加ヘ東京府知事経
由大蔵大臣ヘ提出ス(３) 
大正興業信託 同年 11 月５日営業報告書訂正届提出ス 















 そして 22 事例では立ち入ることができない大蔵当局の指示ぶりを具体的に知るべく、虎屋信
託の事例によって次に解明してみよう。 
(１) たとえば、業務報告書と正当に記載していた信託会社が大部分であるが、 
   営業報告書と業務報告書とを混用していた信託会社－摂津、青森、仙台、秋田、新潟、大正興業 
   当初は営業報告書で、途中から業務報告書に変更した信託会社－名古屋、盛岡、南海、兵庫大同 
   営業報告書のままの信託会社－萬成、済生、福井、讃岐 
   その他－日米は記載自体がない、済生は途中まで「庶務の要件」がなかった 








    因みに住友の業務報告書の「庶務ノ要件」の箇所では、業務報告書提出と、認可事項、役員人事、
担保附社債信託などの記載ばかりで、あったと想像される大蔵検査についての言及もない(公表の〔営










 第９期分は大正 13(1924)年６月 26 日付で大阪府知事経由大蔵大臣に提出され、第 10 期分は
同年 12 月 29 日付で提出された。そして第９期分について翌年２月、つまり半年たって大阪府
内務部より次の照会文書が届いた。 
 「商第 2,144 号 
  大正 14 年２月６日 
大阪府内務部 
 虎屋信託株式会社御中 














二、損益計算書ニ依レハ信託財産運用益ハ 262,471 円 18 銭ナルニ報告書第６項２中運用
益ノ欄ニ何等ノ記載ナシ、又損益計算信託勘定損失ノ部ニ信託報酬 17,517 円 13 銭トアル
ハ報告書第７項３中其ノ他ノ欄ニ記載スヘキ儀ニ付関係箇所無洩訂正スヘク、尚同部既払
－ 9 － 
利益 166,231 円 46 銭ハ其性質ニ依リ同書同項３中適当欄ニ記載スヘシ 
三、営業報告書中第 10 項ニハ尚業法施行細則雛形第 11 項３及４ノ目ニ該当スヘキ事項ヲ脱
記シ居ルニ付相当補正スヘシ 
第１表 虎屋信託の業務報告書等の訂正 
大13. 6.26 第 9 期業務報告書ヲ大阪府知事経由大蔵大臣ニ提出 
〃13.12.24 第 10 期業務報告書ヲ提出 
〃14. 6.15 第 9 期業務報告書ニ関スル答申書ヲ提出 
〃14. 6.16 第 10 期につき商 406 号で大阪府より示達 
〃14. 7. 6 第 11 期業務報告書ヲ提出 
〃14. 7. 7 第 9 期につき商 1,930 号で大阪府内務部長より示達 
〃14. 7. 9 第 9 期業務報告書ニ関スル答申書提出 
〃14. 7.16 第 10 期業務報告書訂正書(14.6.16 に対し)提出 
〃14. 8.13 第 10期につき商406号で大阪府内務部長より示達(14.7.16に対し) 
〃14. 8.19 第 10 期業務報告書訂正書(14.8.13 に対し)提出 
〃14. 9.11 第 10 期につき商 406 号で大阪府知事より示達(14.8.19 に対し) 
〃14.10.28 第 11 期につき商 1,994 号で大阪府内務部長より示達 
〃14.11.18 第 11 期業務報告書訂正及答申書(14.10.28 に対し)提出 
〃15. 1.18 第 12 期業務報告書提出 
〃15. 4. 2 業務追伸書を大阪府知事経由大蔵事務官へ提出 
〃15. 4.10 業務追伸書提出 
〃15. 7. 7 第 12 期につき商 273 号で大阪府より示達 
〃15. 7.26 第 13 期業務報告書提出 
〃15. 7.27 第 12 期業務報告書訂正書(14.7.7 に対し)提出 
昭 2. 7.23 第 15 期業務報告書提出 
〃 2. 8.30 業務答申書提出 
〃 2.10.12 第 15 期につき商 2,472 号で大阪府内務部長より注意 
〃 4. 1.28 第 18 期業務報告書提出 
〃 4. 5.17 第 18 期につき商 432 号で大阪府内務部長より照会 
〃 4. 5.25 第 18 期業務報告書訂正書(14.5.17 に対し)提出 
〃 5. 7.28 第 21 期業務報告書提出 
〃 5.10. 6 第 21 期につき商 2,999 号で大阪府内務部長より照会 
〃 5.10.10 第 21 期業務報告書訂正書(5.10.6 に対し)提出 
〃 5.11.14 第 21 期につき商 2,999 号で大阪府内務部長より照会(再) 
〃 5.11.15 答申書(5.11.14 に対し)提出 
〃 5.12. 5 第 21 期につき商 2,999 号で大阪府内務部長より照会(再々) 
〃 5.12. 8 答申書(5.12.5 に対し)提出 
〃13. 1.25 第 36 期業務報告書提出 





   業務報告書提出時期は照会のあった分のみ掲載(提出日と照会日比較のため)。 
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六、同書中第 12 項信託未収入勘定ノ性質及内訳詳細申出ツヘシ 
七、同書中第 13 項未払信託収入金ハ其収入ヲ生シタル信託ノ種類ニ依リ同書中第６項各
種信託勘定ニ配賦合算スヘキ儀ニ付関係箇所無洩訂正スヘシ 
八、同書 22 項仮受金ノ内訳詳細申出ヘシ 
九、対照表中代理勘定 21,742 円 43 銭中ニハ報告書第 15 項中ノ仮受金 6,534 円 50 銭ヲ包含










「一、信託業法施行細則雛形第 11 項３及４ニ該当スヘキ事実ナシ 
二、当社第９期業務報告書第 11 項２ノ(ロ)ノ信託金証書トアルハ当社発行ノモノニシテ








五、同書中第 22 項仮受金ノ内訳左ノ如シ(省略－引用者)」 









 「商第 1,930 号 
  大正 14 年６月９日 
大阪府内務部長 
 虎屋信託株式会社社長殿 







 これに対し虎屋信託は６月 15 日付で「第９期業務報告ニ関スル答申書」を提出、その中で次
のように回答した。 
「 記 
一、信託未収入勘定 26,766 円 38 ハ(不動産)担保貸付金未収利息ナルガ第 10 期ニ入リテ






90,702 円 10 ヲ金銭信託ニ合算ノ件」を指令通りに修正する「答申書」を提出、ここでようや
く決着を見たのである。 
 以上のごとく業務報告書を巡って、大蔵当局の事務サイドは雛形の形式を通じて虎屋信託の











 それ以後はどうであったか。前掲第１表に示したごとく、第 10 期業務報告書でも大蔵当局の
指摘が続いた。 
 まず、大正 14(1925)年６月 16 日付商第 406 号大阪府内務部長の示達は「貴社第 10 期業務報
告書中左記ノ通リ不備ノ廉有之候ニ付相当訂正届出方其ノ筋ノ照会ニ依リ此段及示達候也」と
















七、同表未払信託収入金 179,016 円余ハ其ノ所属信託ニ合算スヘシ 
八、営業報告書各種代理事務ニ関スル受払金当期末現在高 9,010 円余ハ保管金トセルモ保管
金ハ運用ヲ許サレサル性質ノモノニシテ之カ計算ヲ区別スヘキモノナルモ貸借対照表ニ之













 さらに、８月 13 日付商 604 号で大阪府内務部は「７月 16 日付ニテ御提出相成候貴社第 10
期業務報告書訂正書中左記事項示達方其ノ筋ノ命ニ依リ此段及照会候也」として次の４点を同
社に伝えた。 
「一、営業報告書第６項第２号及第 11 項第１号中ノ有価証券評価益(1,504 円)ハ損益計算書
信託勘定利益ノ部ニ記載スルト共ニ関係箇所無洩訂正スヘシ 





 同社は最初の２点は訂正し、第３点は珍しく反論している。すなわち「第 11 項信託財産第１
号ノ国債及社債ノ当期末現在高ハ貸借対照表信託勘定ノ当該科目金額ト符合セストノコトナル
ガ、第11項信託財産第１号ノ国債当期末現在高9,870円社債110,741円ノ内国債491円 50銭、
及社債 8,790 円ハ貸借対照表中貸付有価証券 9,283 円 50 銭ニ計上シアリ」と、当局担当者も気
が付かなかった点を説明している。しかし執拗にも当局は大阪府経由９月 11 日付でさらに次の
命令を下している。 








 これでやっと第 10 期業務報告書の処理は終了したごとくである。次に第 11 期に移ろう。第
11 期業務報告書は大正 14 年７月６日付で提出されていたが、第９期、第 10 期分のやりとりが






失ノ部租税公課１円 13 ヲモ記載スヘシ 



















一、信託未収入勘定貸付金利息 22,283 円余ハ増田廣助外１人ニ対スル 3,020 円 50 ノ外全部
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回収終ナリ尚同未収入金ハ曩ニ大蔵事務官殿来社ニ当リソノ整理ヲ命セラレタルニヨリ今
期中ニ回収不能ノ場合ハ銷却ノ筈ナリ」 

























 このあとさすがに提出された業務報告書にクレームは付かなかったが、第 15 期には注意を受
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 昭和３年下期(第 18 期)の照会から「其の筋」が「主務省」と変更されているが、大阪府経由












 これも同社は指摘されたとおりに５月 25 日訂正書を提出したが、当局は営業内容把握のため
に随分と細かいことまで指摘するとの印象である。 
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ノ結果ヲ申出ツヘシ」と。これに同社が答えたものの、さらに不満として通牒が来たが、同社
はもう一度弁明しなければならなかった(昭和５年 12 月８日付答申書)。すなわち、 
「昭和５年 10 月６日付ヲ以テ御照会ノ諸件ノ中、(３) 財産ノ『取得』『管理』『処分』及『貸
借』中何レノ代理取扱ナルヤノ御照会ニ対シ昭和５年 10 月 10 日付ヲ以テ財産ノ『取得』『管












 次に第 36 期業務報告書についてみよう。昭和 13(1938)年３月９日付商 244 号で大阪府経済
部長(１) からの照会があり、３月 17 日付で同社は答申書を提出しているが、６点に関し照会内
容と答申を対比させているので、それを紹介しよう。 


























































 「蔵銀第 2,725 号 
  昭和 14 年８月 31 日 
大蔵省銀行局長 入間野武雄 
 大阪府知事 池田 清殿 
貴管下虎屋信託株式会社昭和 14 年上期業務報告書ハ７月 28 日御進達ニ付調査候処左記ノ
通リ不備不明ノ廉有之候速ニ相当申出候様当業者ニ御示達相成度此段及照会候也 
 損益計算書信託勘定損失ノ部ニ『諸消却金』トシテ 4,654 円 56 銭ヲ計上シ居レルカ右金
額ハ営業報告書第６項各種信託ノ増減３減少高減少事由別当該欄竝ニ第11項信託財産各
種類別中ニ該当金額無之ニ付関係箇所無洩訂正ノ上之カ内訳詳細        以上」 
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 追而前記方法ニ依リ第２回以後ニ 500 円未満ノ金銭信託ノ引受ヲ為シタル人員、回数、金
額ヲ申出ラルヘク尚虎屋時報ハ今後発行ノ都度主務省ニ提出有之度右併セテ及通達候也」 
 これに対する虎屋信託の答申書は４月 22 日付で大蔵大臣宛提出されたが、内容は次のようで
あった。 
「昭和７年４月 12 日付商 1896 号を以て御示達相成り候弊社虎屋時報２月号に発表せる『積立
信託』は今後共絶対に引受をなささる事を誓ひ茲に答申仕候 
 追而弊社に於ては前記『積立信託』の契約は事実上未だ１口も引受開始の運びに立至らざる  
事を証明仕候 従って次号の虎屋時報を以て其取消を発表仕るべく候又弊社発行の虎屋時報  
は従来より其発行の都度貴省に提出仕居るべく候に付左様御了承被下度候」 
 大蔵当局が指定金銭信託合同運用についての制限、１口 500 円以上、期間２年以上を厳格に
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①昭和９年 12 月の銀行局長通達＝信託財産の実態把握 
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第２表 虎屋信託の「利益ノ補足契約歩合別残高及口数調」 
（金額単位：円） 











口数 金額 口数 金額 口数 金額 口数 金額 口数 金額 




















 虎屋信託が提出した同年 12 月 18 日付報告書に記載した内容で、第２表、第３表の２点だけ
掲げておこう。他の信託会社でも同形式で報告したであろうから、その集計に興味が持たれる
が、いかにせん知る由もない。 
②昭和 11 年 7 月の銀行局長通達＝貸付金利率調 
 低金利政策推進の大蔵当局は、貸付金の利率別調査を実施した。すなわち昭和 11(1936))年
７月６日付蔵銀第 1937 号で「貴社貸付金ノ利率別承知致度候条昭和 11 年６月 30 日現在ニ付別
紙様式ニ依リ調査シタル上速ニ報告相成度 右及照会候也」が発せられた。その内容は詳細で
－ 23 － 
第３表 虎屋信託の各種信託別損益計算書（昭和９年 11 月期） 
（単位：円） 














































































































































 虎屋信託の７月 15 日付報告書をみると(第４表参照)、忠実に回答した上、参考書類として半





③昭和 11 年 10 月の銀行局長通達＝租税負担調査 
 上記とは異種の調査として、昭和 11 年 10 月 30 日付蔵銀 3101 号で同年上期について租税負
－ 24 － 
第４表 虎屋信託の貸付金利率別金額調（総括之部） 
（単位：円） 
固有勘定 指定金銭信託 特定金銭信託 合  計 (参考 昭 10/1１末) 
利率区分 
口数 金額 口数 金額 口数 金額 口数 金額 口数 金額 
無利息 3 76,085 1 7,790 4 83,876 5 121,990 
３分５厘以下 3 53,522 2 57,520 5 111,042 5 116,642 
４分２厘以下 1 2,500 1 2,500   
５分以下 2 7,450 1 6,940 3 14,390 3 4,500 
６分以下 58 628,406 2 74,000 60 702,406 69 878,763 
７分以下 15 286,057 3 22,400 18 308,457 15 205,700 
８分以下 95 1,278,246 19 88,070 114 1,366,316 95 1,234,723 
１割以下 1 20,000 63 728,934 13 91,168 77 840,102 114 1,323,859 
１割超 2 2,180 3 150,750 5 152,930 5 173,580 







④昭和 12 年 11 月の銀行局長通達=新規貸出金調 
 日中戦争が始まってから大蔵当局は新規貸出の把握に乗り出した。昭和 12(1937)年 11 月 27
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口 口 口 口 口 口 口 口 ???
? 金額 
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 
口数         
???
? 金額         
口数         
???
? 金額         
口数         
??
?
? 金額         
口数         
???
? 金額         
口数         ?
?
金額         
 
第６表 (乙號表) 何月中ニ於ケル新規貸出金調 (何々市分) 提出者名 





















千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 
口数         輸出関係 
商 業 
金額         
口数         其他一般 
商 業 
金額         
口数         軍需関係 
工 業 
金額         
口数         其他一般 
工 業 
金額         
口数         商工業 
以 外 
金額         
口数         
計 
金額         
 













「1. 営業案内其ノ他信託思想ノ普及宣伝ニ関シ外部ニ対シ発行セル印刷物、2. 各種信託契約 
第７表 虎屋信託の各種提出書類 
番号 提出日 宛 先 件    名 
1 昭 4. 3.15 大蔵省銀行局長 金銭信託の利益補足等に関する照会への報告書 
2 5. 1.13 大蔵省銀行局 財産ニ関スル遺言ノ執行、会計ノ検査ニ関スル回答書 
3 5. 6.16 大蔵省銀行局長より 営業案内等の提出依頼 
4 9.10.16 大蔵省外国為替管理部長 米貨債買入に関する照会への答申書 
5 9.10.25 大蔵省外国為替管理部長 米貨公債ノ取得ニ関スル答申書 
6 11 .8.31 大蔵省銀行局長 貸付金利率並貸付方針ニ関スル答申書 
7 13. 1.22 大蔵大臣 外貨証券所有高調（昭 12.12 現在） 
8 13. 4.11 大蔵大臣 事業設備資金ノ貸付報告書 
9 13. 5. 3 大蔵省理財局長 
国際収支調査規則ニ依リ報告ヲ為スヘキ事項中蔵理第 728 号ヲ以
テ照会ノ件ニ付回答書 
10 13 .8.12 大阪府経済部長 金銭信託契約状況（7月分から 10 月分まで毎月） 
11 14. 1.24 大蔵大臣 事業設備資金ノ協議報告書 
12 14. 2. 1 大蔵省銀行局長 貯蓄組合ノ金銭信託調査報告書 
13 14. 4.13 大蔵省理財局長 国際収支調査ニ関スル報告書 
14 14. 6.14 大蔵省銀行局長 信用組合及信用組合聯合会ヨリ引受ニ係ル各種信託調 
15 14. 6.22 大阪府情報部長 賞与国債支給実施状況報告書 
16 14.11.18 大蔵大臣 会社職員給与臨時令ニ依ル報告書 
17 14.12. 9 大阪府総務課 11 月現在預金状況調（以降毎月） 
18 15. 2.10 大蔵省銀行局長 事業設備資金以外ノ資金貸出報告書（日本銀行大阪支店経由） 
19 15. 6.11 大蔵大臣 国債収支調査ニ関スル報告書 
20 15. 7.29 大蔵大臣 当社所有ニ係本邦外貨証券調 
21 15.12.16 大阪府情報部 昭和 15 年末賞与国債支給実施状況ノ報告 





















屋は僅かに１件、米国在住の河合フクマツ金銭信託元本 3,222 円、利益配当額 11 円を報告、「外国ノ
国債、地方債又ハ社債其ノ他ノ債券ノ所有高ノ増減額及之等ニ基ク利子収入額ニ関スル報告書」でも
１件、満州国建国公債帳簿価格 15,577 円、収入金 758 円を報告した。大信託や大銀行では該当金額
が多額であり、把握する必要があったかも知れないが、虎屋では大したことはない。 
(５) 番号８は宝運汽船 13 万円貸付(３年、年６分、汽船購入資金、特定金銭信託)の貸付報告書、番号 11
































































り」(『明治大正財政史 第 14 巻』第 11 編銀行(上)、78 頁)とある。 
(２) 伊藤正直「昭和初年の金融システム危機－その構造と対応－」『日本銀行金融研究所デイスカッショ
ン・ペーパー・シリーズ』2001-Ｊ-24、18 頁。 
(３) (４) 前掲『明治大正財政史 第 14 巻』78 頁。 
(５) 前掲、伊藤論文、19 頁。 
(６) 大正期の書面検査については次の説明がある。「検査方式についても、(大正)12 年ごろまでは臨店検
査であったが、13 年よりは書面による検査をもあわせ実施され、検査回数も増加するに至った。当時
の記録によると、大正 15 年には、臨店検査 40 件に対し、書面検査は 47 件となっている」(金融検査
研究会編『金融検査の要領』1976 年、18～19 頁)と。大正 15 年では 87 件のうち書面検査が過半を占
めているが、前掲『明治大正財政史』(79 頁)によれば同年の検査数は普通銀行 46 件、貯蓄銀行７件、
信託会社２件、合計55件に過ぎず、全然整合しない。55件にも書面審査が含まれているのであろうか。 
(７) 大蔵省昭和財政史編集室編『昭和財政史 Ⅹ金融上』1955 年、392 頁。 
(８) 同上。但し「全国１千５百行の普通銀行」という表現はおかしい。後藤新一編『日本の金融統計』(底
本は銀行総覧)によれば昭和２年末の普通銀行は 1,283 行、元年末でも 1,420 行であって、要綱決定
時２年７月時点で 1,500 行は存在しないはずである。また、『新版金融検査の実務』(1988)には「大
正末期から昭和初年にかけての銀行数はおおむね 1,700 行で、これに信託会社約 30 社を加えると、
２年に１回の検査を実施するためには、年約 865 行の検査を了しなければならない」(14 頁)とあるが、
－ 30 － 
1,700 行は普通銀行・貯蓄銀行の合計を指しているのであろうが、大正 14 年末 1,670 行、昭和元年末
1,544 行、２年末 1,396 行であり、急速に減少しつつある過程にある。これらを一括して｢おおむね
1,700 行｣と捉えるのは差が大きく不適当である。 
(９) (10) 前掲、『金融関係法』125 頁。 








告書〕等に検査の事実が記載されていたのは次の 15 社 24 件である。各社の記載の仕方が微妙
に異なるので、敢えて原文のままとした。 
北摂信託 大正 12 年８月 15、16 ノ両日大蔵省ヨリ島田参事官内容検査ノ為メ来社セレル 
名古屋信託 大正 12 年８月 27、28 日大蔵省事務官ノ査閲ヲ受ク 
大正信託 大正 12 年８月 12 日大蔵省島田参事官相馬属来社セラレ信託業営業免許申請ノ件
ニ付当会社従来ノ営業状態ヲ詳細調査セラレタリ 
三井信託 大正 14 年３月 19 日大野大蔵事務官外２名来社業務ノ検査アリ、３月 25 日終了 
摂津信託 大正 14 年４月 25 日大野大蔵事務官及田淵、箭内両大蔵属検査ノ為来社セラレ同
月 28 日終了ス 
虎屋信託 大正 14 年 10 月 20 日大野大蔵事務官外１人来社業務ノ検査アリ 10 月 24 日終了 
 大正 14 年 10 月 24 日業務答申書ヲ大蔵事務官ニ提出 
済生信託 大正14年10月 29日大野大蔵事務官外１名業務検査ノ為メ来社30日無事終了セリ 
織田信託 大正 15 年３月 17 日大野大蔵事務官、和田大蔵事務官外１名来社業務ノ検査アリ
３月 23 日終了ス 
鴻池信託 昭和３年９月 27 日色部大蔵事務官外２名業務検査ノ為メ来社セラレ 10 月２日終
了シタル 
青森信託 昭和４年８月 14 日銀行検査官菅村道太郎外属官２名来社 18 日迄当社業務ニ関ス
ル検査ヲ為シタリ 
岐阜信託 昭和４年７月 26 日午前８時大蔵省検査官伴野清氏外２名来社同月 31 日迄財産、
帳簿其他精細ナル検査ヲ受ク 
 同年８月２日検査官質問ニ対スル答申書ヲ提出ス 
－ 31 － 






 昭和６年 10 月 16 日検査ニ対スル答申書ヲ井川検査官ニ提出ス 
北摂信託 昭和６年 10 月１日及同月８日大蔵省ヨリ内容検査ノ為井川検査官来社アリキ 




日加信託 昭和８年 12 月６日大蔵省銀行検査官河西金城殿同検査官補高橋勇殿島崎政男殿
ノ諸氏来社６日、８日、及９日ノ３日間諸種ノ取調ヲ受ク 
岐阜信託 昭和９年 11 月 13 日大蔵省銀行検査官岸喜二雄殿外２名来社当社ノ業務ヲ検査セ
ラレタリ 
新潟信託 昭和 10 年 10 月４日大蔵省銀行検査官来社当日並ニ同月 14 日ヨリ 16 日迄営業各
科目ニ亘リ検査アリタリ 
北摂信託 昭和 11 年９月 14 日、18 日並 19 日大蔵省銀行検査官加藤八郎氏一行来社アリ内
容検査ヲ受ク 
虎屋信託 昭和 11 年９月 17 日大蔵省銀行検査官加藤八郎氏外３名来社検査アリ 26、28 検査
続行、29 日終了 
 昭和 11 年 10 月８日大蔵省検査ニ対スル答申書ヲ加藤検査官ニ提出 
織田信託 昭和 13 年３月 15 日大蔵省銀行検査官垣見静氏外２名来社業務ノ検査アリ４月６
日終了ス 
虎屋信託 昭和 15 年９月 18 日與賀田辰雄銀行検査官ニヨル臨時検査 
 昭和15年12月 18日ノ臨時検査ニ対スル答申書ヲ銀行検査官與賀田辰雄殿ニ提出ス 
(注) 虎屋信託のみ業務報告書、それ以外は〔営業報告書〕の「庶務ノ要件」による。因みに虎屋信託の〔営
業報告書〕では、大正 14 年 10 月の検査しか記載されていない。 
 この 24 件にみられる特徴は次の諸点である。 
 第１に、大正 12 年の北摂、名古屋、大正の３件は、信託業法営業免許申請にからんでの検査
である。それ以外の 21 件が通常の営業検査であるのとは性質を異にしている。大正信託では「当
－ 32 － 

























 第４に、検査時期である。上記では免許申請の調査である大正 12 年を別として、大正 14、
15年に５件あり、昭和３、４年に４件、６年に３件、７～９年に各１件、11年に２件、13、15 年


































   三菱、住友、安田、関西、共同、川崎、大阪(のち野村)、国際、兵庫大同(のち神戸)、盛岡、秋田、
仙台、北陸、富山、福井、中央、近江、奈良、南海、讃岐、大正興業 
   また、不動産会社に転じた東京信託、証券業者に転換した日本勧業信託・大日本信託、廃業した信託
大信社・第一信託保証、兵庫大同を新立する前の神戸、真野、大和、勧業の４社にも検査の記載はな
い(計９社)。 
(２) 大正信託の「第７回営業報告書」の「第一 業務ノ概況」 








(４)『明治大正財政史 第 14 巻』(1957 年)「第 11 編 銀行(上)」79 頁の「各種金融機関実地検査調数」
による。なお、昭和期については目下のところ知り得ない。 
(５) 前掲『金融検査の要領』22 頁。 
(６) 同上、23 頁。 
(７) 同上、22 頁。 
 
 ３）虎屋信託の検査事例 




でに示したように大正 14(1925)年 10 月 20 日、大野龍太大蔵事務官は属官を伴い同社の検査を



























   20 円 岩崎新太郎 訴訟費用 








「１．定款中第 11 条中株式名簿トアルハ株主名簿ニ改メ同条及第 13 条第 14 条第 15 条第 20
条中ニ株式トアルハ何レモ株券ト改訂スルヲ要ス 
２．固有勘定中当座借越勘定ニ於テ三菱銀行船場支店ニ対スル当座預金借越 16,956 円 17 ヨ
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理スルコト 
６．諸帳簿ノ記帳整理ニ誤謬又ハ脱漏ノ事項多シ右ハ速ニ相当整理シ尚将来ヲ注意スルコト｣ 
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 第８表 虎屋信託の信託勘定不良貸付(大正 14 年 10 月検査時点) 
(単位：円)
 





















小 計 16,370 770 15,600   
不動産担保貸付 




増田ヨシ外１人 22,000 22,000 大正 15年５月末決算マデニ回収整理スヘシ ＊大15.1.12元利金回収済 
中川豊吉 4,500 4,500 回収ノ為メ抵当権実行中ノモノ速ニ回収整理スヘシ 
大14.11.4利息完納ニ付大15.1
迄執行ヲ猶予 
勝浦宗兵衛 70,000 70,000 抵当権設定登記未了ニ付速ニ登記手続ヲ完了スヘシ 大 14.11.20登記完了 
樋口三郎 20,000 20,000 担保物件ハ当社ニ買入済ニ付回収ニ付速ニ相当
方法ヲ講スヘシ 
＊大14.12.10 処分方委任済 
井沢清兵衛 170,000 170,000 13 年 10月以降利子不入ノモノ、速ニ回収整理スヘシ  
井沢光三郎 90,000 90,000 同 上 ＊大 15.3.23 競売処分済近々競売代金ヲ以テ弁済ノ筈 
野村文蔵 3,000 3,000 不動産担保貸付ニ整理セルモ不適当ニ付正当勘
定ニテ整理スヘシ 
信用手形貸付科目ニテ整理 
佐々木新兵衛 3,000 3,000 抵当権設定登記未了、手形書換遅延に付速に登記手続並ニ手形書換ノ手続ヲ為サシムヘシ 大 14.12.21再競売ニ付スル筈 
大阪商工㈱ 38,000 38,000 清算会社、速ニ回収整理スヘシ  
松原五三郎 5,000 5,000 大正 12 年 12 月以降利子不入、速ニ回収整理スヘシ ＊大15.1.20利子受入済 




増田ヨシ 30,000 30,000 大正 15年５月末決算マデニ回収整理スヘシ ＊大15.3.18元利金回収済 
同 上 20,000 20,000 同 上 ＊同 上 
清水政次郎 4,000 4,000 同 上 ＊大 14.12.30 元利金回収済 
阿部栄次 65,000 65,000 抵当権実行中、速ニ整理ヲ完了スヘシ  
松原三五郎 1,000 1,000 大正 12年 12月以降利子不入ノモノ、大正15年５月決算マデニ回収スヘシ  
増田ヨシ 5,000 5,000 大正 13年 11月以降利子不入ノモノ、大正15年５月決算マデニ回収スヘシ  
山国倭 15,000 15,000 同 上  
大阪商工㈱ 13,500 13,500 前記会社口ノ分ト同様整理スヘシ  
生駒企業㈱ 25,000 25,000 利子不入ノモノニ付相当減額ノ為回収スヘシ ＊大15.4.23競売ノ筈 
樋口三郎 2,650 2,650 前記同人分同様整理スヘシ ＊大15.1.10処分方委任済 








勝浦宗兵衛 14,900 14,900 抵当権設定登記未了ニ付速ニ登記手続ヲ完了スヘシ 〃14.11.20登記完了 




小 計 716,573 716,573   
合  計 732,943 770 732,173   
 
扱ニ付十分注意スヘク且ツ整理済ノモノハ直ニ詳細申出ツヘシ」 













 そして「昭和２年９月 26 日大阪府経由当社大正 14 年 10 月 24 日答申事項中御照会有之候事
項ニ対シ左ニ答申仕候」とあるので、なおも大野事務官からの追求が終わっていないことが分
かる。10 月８日付追申書では、既に報告はしているものの、最終処理がどうなったかの照会を

















－ 39 － 
差引キ之ヲ前日ノ利益ニ加減シテ利益金ヲ求メ合同運用元本ヲ基本トシテ当日ノ利益歩合ヲ求ム 
各個金銭信託ノ６ケ月間又ハ信託終了ニ至ル迄ノ利益ハ右ノ計算日歩ヲ通算シテ受益者ノ収益トス」 
   この案に当局からクレームがついていないから、このまま実行されたとみられる。 
(２) その内容は次の通り(すべて不動産担保貸付)。 
債務者 貸付高 回収高 現在高 
中川豊吉 4,500 4,500  大 15.5.26 回収済 
井沢光二郎 90,000 90,000  〃15.4.6 回収済 
樋口三郎 2,650 2,650  昭 2.9.10 回収済 
  〃 13,380 13,380  同上 
大阪商工 13,500 4,500 9,000 大 15.4.24 3,000 円入金 
    昭 2.2.26 1,500 円入金 残金請求訴訟中 










 当社資産中ニハ別紙内訳表記載ノ通昭和６年９月 30 日現在ニ於テ 
一、回収困難ニシテ欠損ニ帰スベシト認メラルル 
諸貸出計     信託勘定 72,684 円余 
有価証券評価損  固有勘定 8,318 円余 





科 目 現在高 欠損見込 固 定 要整理 



























計 1,187,577 78,331 917,461 191,785 
－ 40 － 
第 10 表 虎屋信託の昭和６年９月末不良資産(内訳表) 
（単位：円） 
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福田ハル 
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延利 570 円徴収ノコト 
 
延利 338 円徴収ノコト 
 
延利 126 円徴収ノコト 





延利 270 円徴収ノコト 
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 信託勘定 計  1,187,577 78,331 917,461 191,785  
 
－ 41 － 
二、相当期間固定シ之カ回収上、事実、費用又ハ手数ヲ要スベシト認メラルル諸貸出計 
信託勘定   917,460 円余 
三、利息延滞、担保不充分其ノ他ノ諸事由ニヨリ債権保全上速ニ相当整理ノ要アリト認メラ
ルル諸貸出計           信託勘定 191,785 円 








整理シ其都度追申仕ルベク候 最短期限昭和７年５月 31 日 
二、現在競売手続中ノモノモ有之其他ノモノニ対シテモ至急回収ニ努力シ万一銷却ヲ要スル










全債権額金１億 2350 万円ノ３割９分ニ該当スル債権者団ヨリ 


































 この通達でいう別紙第１号様式、第２号様式は、「整理状況毎月報告書 検査 年 月 日昭
和 年 月 日分   ◯◯銀行」と印刷されており、銀行・信託共通の様式であること、虎
屋だけでなく同時期に検査を受けた業者に提出を命じたものであることが窺える。虎屋には７
年２月分から８年 11 月分までが残されている。第１問で指摘されたのは 42 件、逐次処理が進
んで８年 11 月に最後の１件で終わった。検査から約２年間を要したわけである。 
－ 43 － 






１．優先株 3,882 株 
２．同上端数金に対する按分交付金 17 円 36 
３．甲種和議債権証書金額 132,800 円 
４．同上端数金に対する按分交付金 32 円 23 
５．乙種和議債権証書金額 94,548 円 17 



















一、銷却金高ガ金 143,000 円以下ナル時ハ昭和８年下期末ニ於テ全額一時ニ銷却スル事 
一、８月２日付銷却金額ニ異動ヲ生スル場合ハ其ノ理由ヲ詳細ニ再答申書ヲ提出スル事 
－ 44 － 
 右ノ通リ了解ヲ得タリ｣ 
 昭和８年 12 月 14 日に提出された整理状況報告書で「川崎造船所ニ対シテ保有スル債権ニ関
シ昭和８年 11 月 22 日左記ノ通リ銷却整理仕候」とあり、ようやく決着をみたのである。 
 
川崎造船所ニ対スル債権銷却一覧表 
債権種目 第 27 期末残高 第 28 期中ノ消却金 第 28 期末現在高 
優 先 株 194,100 27,174 166,926 
甲種和議債権 322,800 49,468 83,332 
乙種和議債権 43,050.41 43,050.41 0 
合 計 369,950.41 119,692.41 250,258 
備考 一、優先株ハ時価ヲ以テ換算シ１株ニ付金 43 円替トセリ 
   一、甲種和議債権ハ年５分トシテノ年金原価計算ニ依ル 




 （３）昭和 11 年９月の検査 
 第３回目の検査は昭和 11(1936)年９月 17 日、銀行検査官加藤八郎外３名によって開始され
た。同月 26、28 日と続き、29 日で終了した。前２回より人数、日数が多かった。検査結果自
体の記録はないが、10 月８日付で「大蔵検査に対する答申書」を加藤検査官に提出、その中で
指摘事項とそれへの回答を知ることができる。以下、長文だが紹介しよう。なお、指摘された
不良資産の内容を第 11 表、第 12 表のごとく整理したので、行論上参照されたい。 
「第１、不確実資産ノ整理ニ関スル件 
 当社ノ資産中ニハ昭和 11 年９月 16 日現在ニ於テ別表記載ノ通 
固有勘定ニ於テ 欠損見込額 16,821 円余 
         (内所有物評価損 16,555 円余) 
        固定額 241 円余 
        要整理額 380 円余 
信託勘定ニ於テ 欠損見込額 46,545 円余 
         (内所有物評価損 26,545 円余) 
        固定額 474,016 円余 
－ 45 － 
  第 11 表 虎屋信託の昭和 11 年９月末不良資産(合計表) (単位：円) 









































計 520,563 46,546 474,017  
 
 第 12 表 虎屋信託の昭和 11 年９月末不良資産(内訳表) (単位：円) 





























































































































































































 信託勘定 計  538,005 63,367 474,258 381  
 









(1)欠損見込額 16,821 円 02 ニ対スル銷却補填ノ方法及時期 
所有有価証券 7,097 円 24 本期末決算ニ於テ時価損額ヲ銷却可仕候 
営業用什器 190 円 50 即時銷却可仕候 
所有不動産 9,267 円 37 昭和 13 年下期末迄ニ利益金ヲ以テ銷却補填可仕候 
仮払金 265 円 91 即時銷却可仕候 
(2)固定額 241 円 04 ニ対スル回収整理ノ時期 昭和 12 年上期末迄ニ整理完了可仕候 






(昭和 22 年 11 月末)満了迄ニ必ス整理可仕候 
株式会社川崎造船所分ニ付テハ和議ニ基キ年賦契約アルニ付キ同契約期間(昭和 29










－ 47 － 
針ヲ問フ 
予約率ノ運用実績利廻ヲ超過スルモノ 
年度 口数 超過金額 年度 口数 超過金額 
昭和６年下期 115 2,048 円余 昭和８年下期 102 3,518 円余 
〃 ７年上期 112 1,731 〃 ９年上期 109 3,320 
〃   下期 103 3,109 〃   下期  90 3,719 



















 指定金銭信託の損益における操作 (単位：円) 
種  別 昭６／下 ７／上 ７／下 ８／上 ８／下 ９／上 ９／下 10／上 10／下 11／上 
未収利息ノ振替額 4,000 25,000 20,000 20,000 35,000   
信託報酬ノ戻入 17,116 1,752 10,107 4,609 3,518 3,320 3,719 6,131 5,000 10,604 
計 21,116 26,752 10,107 4,609 3,518 23,320 23,719 41,131 5,000 10,604 
〔備考〕「未収利息ノ振替額」は「未収利息ノ貸付金ヘノ振替額」の略。 





























































































向フ 10 日以内ニ報告スヘシ 
記 
一、資産中ノ欠損見込額 63,366 円余(固有勘定 16,821 円余、信託勘定 46,545 円余)、固定額
474,157 円余(固有勘定 141 円余、信託勘定 474,016 円余)及要整理額 380 円余(全額固有勘
定)ニ付テハ答申ノ方法ニ依リ可及的速ニ整理ヲ遂行スヘシ(答申書第１参照) 
二、指定金銭信託ニ対スル収益交付率ノ予約ハ答申ノ通速ニ之カ全廃ヲ期スヘシ(答申書第２


















和 12 年２月分から提出し始め、同社合併に至る 16 年３月分までが提出された。残存している
最終 14 年 11 月分によれば川崎造船所を含む５件がなお未整理であった。 
 以上の３回の大蔵検査で指摘された不良資産の規模は、大正 14 年検査で 73 万円、昭和６年





 （４）昭和 15 年９月の臨時検査 
 この検査の実施について該当期の業務報告書に言及がなく、翌期に昭和 15(1940)年 12 月 18





－ 52 － 
分析には有効であった(１)。 
(１) この臨時検査時の資料によって、昭和 11 年９月検査時点と並んで受託面、運用面の分析を既に行っ
た。拙稿「信託業法施行後の虎屋信託の受託状況」『専修大学経営研究所報』145 号、2001 年 10 月、































































－ 54 － 
である。その中から同社の業務報告書や大蔵検査資料を発掘することができた。まさに滅
多に入手できない貴重な材料であって、改めて肥田家のご好意にお礼を申し上げたい。 





－ 55 － 
